


【現状と課題】
要介護等認定者のうち，要支援１の認定者が大きく増加しています。軽度の認定者は自立の状
態に回復できる可能性があるため，自立支援・重度化防止の視点に立ち，要支援者等が早期に
介護予防に取り組める仕組みが必要です。
【施策の基本的方向】
総合事業は「できないことを補う」考え方ではなく，自分らしく，自立した生活を続けるため，生活機
能の改善を図り「元の生活に戻る」考え方への転換を図ります。
自立支援・重度化防止の視点に立ち，リハビリテーション専門職等が短期集中的に行う，訪問型
介護予防事業及び通所型介護予防事業を推進します。



約1.7倍

約２倍

厚生労働省　地域包括ケア見える化システムより





・要介護１と要支援２の要介護認定等基準時間は同じ
・判定の基準は「維持・改善可能性の有無」



健　康 フレイル 要介護

心身機能の低下がはじまり、活
動量も低下。もとの暮らしを取
り戻せる可能性がある。

フレイルとは？
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きっかけは
人それぞれ。
病気、けが…



社会的  　　
要因

心理的
要因

身体的　
要因

フレイルの３大要因

・認知機能の低下
・意欲の低下
・抑うつ など

・人との交流の減少
・閉じこもり
・役割の喪失 など

・筋力低下
・口腔機能の低下
・低栄養 など

３つの要因が連鎖して進行する



サービスからの
「卒業」に向け
て支援する



【多様なサービス】
セルフマネジメントの習慣化
により，日常生活の活動量を
高めて自立した生活を継続。

直営での実施のため，人員，
会場，送迎の課題があり，限
られた方しか利用できない。
期間限定のサービス。

【従前相当サービス】
要支援者の中でも進行性疾患
や認知機能の低下等により，
介護の専門職による支援が必
要な方が対象。
利用できる期間に定めはない。



【ガイドライン本文より】
・通所介護事業者の従事者による従前相当サービスについては、主に、多様なサービス・活動の利用が難しいケース・不適切
なケースや、専門職の指導を受けながら生活機能の向上のためのトレーニングを行うことで生活機能の改善・維持が見込ま
れるケース等、通所介護事業者の従事者による専門的なサービスが必要と認められる場合に利用することが想定される。この
場合、一定期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民主体の活動を含む多様なサービス・活動に移行していくことを検討
することが重要である。
・サービス内容
 運動器機能向上サービス、入浴支援、食事支援、送迎等を総合的に行うことが求められる。





水戸市においても，令和
６年１月からリエイブルメ
ント型の短期集中サービス
を実施。

R６年度の利用者２９名
のうち約８割の方が介護
サービスを利用せずに自立
した生活が送れる状態に。



【訪問型】月２回，１回１時間程度，３ヶ月間

時間 0 15 30 45 1:00

内容

【面談】

・目標の確認  ・自宅での取り組みの確認

・新たな目標の設定    など

時間 0 15 30 45 1:00 1:15 1:30 1:45 2:00

内容
あいさつ

準備運動

【面談】

・目標の確認

・自宅での取り組みの確認    

など

【活動】それぞれの取組の時間

・体操  

・情報収集など

健口体操

あいさつ

1回の流れ

【通所型】週１回，１回２時間程度，全９回　※必要に応じて，訪問あり
1回の流れ
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面談の様子

令和６年度からの短期集中予防サービス

専門職による「こんな生活を送りたい」を応援するオーダーメイドプログラム

全体の様子

面談

懇談コーナー

面談



短期集中利用後に，地域で自分らしく生活
できるよう支援を行う。

短期集中サービスで「元の生活に戻る」支援を
行う。

高齢者の困りごとに対し，リハビリ専門職の
視点から目標設定や選択肢を提案する。

 　同行訪問アセスメントの拡充
□茨城県リハビリテーション専門職協会に　
　 同行訪問アセスメント業務を委託
　
高齢者支援センターの職員やケアマネ
ジャー等が訪問を行う際，リハビリ専
門職等が同行し、生活の様子や身体の
状態を確認。元の生活を取り戻すための
適切な目標を提案。

　 短期集中予防サービスの充実
□通所型介護予防教室のタクシー事業
者送迎

□通所型介護予防教室の委託
　
サービス利用日以外の自宅での過ごし
方と、現状の課題や今後の目標を話合
う面談を中心とした３か月間のサービ
ス。アセスメントで設定した目標を達
成し、サービス終了後自信をもって
「元の生活に戻る」ことを目的とする「リエイ
ブルメント」の考え方に基づき実施。

 　社会参加の促進

　令和７年度からの取組

□第２層SCを高齢者支援センターにモ
デル配置（SCの役割を再構築）
　様々な社会参加の機会が，介護予防や
健康維持には有効。
　住民主体の体操教室，サロン，趣味
活動など，毎日の活動量を増やせるよ
う，興味・関心のある活動を選択し，
住み慣れた地域での自立した生活を継
続。
　高齢者の選択肢を増やすための「社
会資源の把握」と「一人ひとりのニー
ズと資源のマッチング」を生活支援
コーディネーター（SC）が支援。

入り口の改善 出口の充実リエイブルメントの推進
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地域包括支援センターの体制の見直しについて 

 

 

１　これまでの経緯 

本市においては，地域包括ケアシステムの構築のため，平成18年度に日常生活圏域を設定し，

地域包括支援センターを高齢福祉課内に設置した。さらに，平成27年度からは，全ての日常生活

圏域への地域包括支援センターの設置に向け，日常生活圏域それぞれにサブセンターである高齢

者支援センター（直営１，委託７）を配置し，高齢福祉課内の基幹型と合わせて一つの地域包括

支援センターとする体制へ移行した。このことにより，高齢者の包括的な支援と並行して，窓口

における運営経験や知識のほか，手法や情報等の集積を進めてきた。 

　　現体制となって10年が経過し，高齢者支援センターの業務が定着するとともに，運営に係る知

識や情報の蓄積が図られてきたところではあるが，今後の高齢者人口の増加や複雑・多様化する

高齢者課題への対応を見据え，より時代に即した包括支援体制へ見直す必要がある。 

 

２　見直しの方針 

高齢者支援の充実を図るため，市内８か所の日常生活圏域ごとに設置している高齢者支援セン

ターをサブセンターから圏域型地域包括支援センターへ移行するとともに，各圏域の高齢者人口

に応じた専門職を配置し，これまでの業務に加え，基幹型で行ってきた介護予防支援事業（要支

援者へのケアプラン作成等）を実施する。 

また，基幹型については，引き続き，高齢福祉課内に設置し,市の全域を担当するとともに，

各圏域の地域包括支援センターの指導や後方支援等の総合的な管理・監督に加え，行政権限の行

使を伴う権利擁護等の事務を担当する基幹型地域包括センターへ移行する。 

これまで直営により運営してきた南部第二高齢者支援センターについては，圏域型地域包括支

援センターへの移行にあわせて民間へ委託する。 

なお，圏域型地域包括支援センターの受託事業者は，全圏域を公募により選定する。 

 

３　見直しにより期待できる効果 

これまで１か所であった地域包括支援センターを圏域型８か所・基幹型１か所へ拡充し，人員

体制を強化するとともに，基幹型地域包括支援センターと圏域型地域包括支援センターそれぞれ

の業務分担を明確にすることにより，本市の包括的な相談支援体制の充実・強化を図り，これま

で以上に高齢者一人一人に寄り添ったきめ細かな支援が提供できる。 

 

４　今後のスケジュール 

  令和７年度　 　圏域型地域包括支援センター受託事業者の公募 

　　令和８年度　　 新体制での地域包括支援センターの運営開始

 文 教 福 祉 委 員 会 資 料 
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